（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費

	事業名　新 教員研修管理システム整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　教育委員会 教育研修課 研修企画係 電話番号：058-271-3450（内24）

　　　　　 E-mail： c17781@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　　9,035千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産
収 入
	寄附金
	その他
	県 債
	一 般

財 源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,035
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,035

	決定額
	9,035
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,035


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・現状の講座申込WebシステムがサーバーOSのサポート期限(2020/1/14)に伴い、使用できなくなり、研修運営ができなくなる。
・現状では、申込受付担当者の一元集中処理によって複数のファイル、ソフトを手作業で処理しているため、チェック機能の低下や情報伝達・業務連携の遅延が生じ、業務の改善が必要である。
・講座申込者本人や当該校の管理職も研修履歴の確認ができないため、学校からの電話対応が多く、業務に支障が出る。
（２）事業内容

・講座申込Webシステムの更新及び改修、５年間の保守・運用業務を委託することで、情報セキュリティ対策の強化及び研修の構築から運営までのパッケージによる一体化を行い、業務の効率化、管理運用のコスト削減を図る。
・県立学校及び県内の公立小中学校と各市町村教育委員会、各教育事務所との連携を含む利便性の向上ならびに管理運用業務の効率化を図る。
・教育公務員特例法の改正に伴い定める教員育成指標と教職員研修との連動や研修履歴の還元・情報の見える化・システムの一体化による業務の効率化。

（３）県負担・補助率の考え方

　・県10/10
（４）類似事業の有無
　・無
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	9,035
	ベースシステム費（ソフトウェアー買取）、カスタマイズ費（システム設計構築）、スタートアップ費（システム導入・教育支援）、
システム管理検索用端末費

	合計
	9,035
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・教職員の働き方改革プラン２０１７
・第２次岐阜県教育ビジョン

　　基本目標３ 魅力ある教職員の育成と安全・安心な教育環境づくりの推進
（１）優秀な教職員の確保と人事システムの構築
　④　教職員の多忙化解消に向けた取組の推進
（２）国・他県の状況
・２８都道府県で、Webによる講座申込のシステムを保有（43都道府県回答）
（内：業者による開発　２０件、保守契約有　１６件）
・教育公務員特例法等の一部を改正する法律（平成28年法律第87号）
（３）後年度の財政負担
・次年度以降システムのサポート保守費（運用・改善）として、次年度以降年額959千円（債務負担H30～35）、H35年以降に変更する場合、同額程度の更新費用が必要となる。
（４）事業主体及びその妥当性
・県内公立学校に対する教職員研修の円滑な推進につながり、県内の教職員の育成ならびに働き方改革に対して、県が主体となって取り組む必要のある事業である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　講座申込WebシステムのサーバーOSのサポート期限(2020年1月)までに、講座構築と申込の多い時期を鑑みて、平成30年度(2018年度)内に更新をし、運用準備として次年度(平成31年度)の講座構築準備に取り掛かる。平成31年度から本格運用。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	教員研修管理システム更新割合
	0％
（H28）
	（H  ）
	（H  ）
	0％
（H28）
	100％

（H30）
	0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

◯

	働き方改革を含めて、公立小中学校と各市町村教育委員会、各教育事務所の連携や県立学校の申込業務の効率化が見込める。さらに、研修履歴を受講者本人や管理職が容易に閲覧できるようにすることで、教員育成指標への対応も可能となる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

－

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　サーバーOS（WindowsServer2008）のサポート期限に伴い、現状の講座申込Webシステムが使用できなくなる。学校間総合ネット上でのシステム導入のため教育財務課と連携して進めていく。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　新講座申込Webシステムの導入による現受付業務の効率化だけでなく、働き方改革に伴う、学校、市町村教育委員会、教育事務所、講座担当者の業務の大幅な軽減、効率化が見込まれる。



